
 

金沢の買い物応援商品券事業補助金交付要綱 

令和７年 12 月 16 日決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、食料品等の物価高騰の影響を受ける市民の買い物の負担の軽域を図

り、消費を下支えするため、商店街振興組合等が実施する買い物応援商品券の発行を支

援するための補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

（用語の意義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 商店街振興組合等 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）第２条第１項に規定する商店街振興

組合であって、本市の区域内に住所を有しているもの 

イ 金沢市商店街連盟の会員である商店街 

ウ 金沢市商店街おもてなし推進事業補助金交付要綱（平成24年４月１日決裁）第２

条第２号に規定する商店街おもてなし推進事業、金沢市商店街地域コミュニティ活

性化イベント推進事業補助金交付要綱（令和３年３月19日決裁）第２条第２号に規

定する商店街地域コミュニティ活性化イベント推進事業又は金沢市商店街活性化戦

略推進事業補助金交付要綱（令和３年３月19日決裁）第２条第２号に規定する商店

街活性化戦略推進事業を実施し、これらの要綱による補助金のうちいずれかの交付

を受けた実績を有する団体 

エ アからウまでに掲げるもののほか、これらに準ずる団体で市長が特に認めるもの 

(2) 買い物応援商品券 消費者が購入する際に支払う金額に相当する額の商品券に、当

該金額に100分の30の割合を乗じて得た額に相当する額（以下「プレミアム加算額」

という。）を付加して発行する商品券をいう。 

(3) 電子商品券 買い物応援商品券のうち、電子的方式又はこれに類する方式により決

済されるものをいう。 

(4) 利用可能店舗 買い物応援商品券により商品の購入、サービスの提供等ができる店

舗をいう。 



 

(5) 発行総額 発行される買い物応援商品券の総額をいう。 

(6) 換金 消費者が利用可能店舗において使用した買い物応援商品券の金額に相当する

額の現金を、当該利用可能店舗が受け取ること等をいう。 

（補助金の交付） 

第３条 補助金は、買い物応援商品券を発行する事業で、次の各号のいずれにも該当する

もの（以下「商品券発行事業」という。）を行う商店街振興組合等又はその連合体に対

して、予算の範囲内で交付する。 

 (1) 買い物応援商品券は、13,000円分を１セットとすること。ただし、必要に応じて、

6,500円分を１セットとすることができる。 

(2) 電子商品券を除く買い物応援商品券の１枚当たりの額面は、1,000円又は500円とす

ること。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。 

(3) 買い物応援商品券の発行数及び発行総額は、別表の第１欄に掲げる利用可能店舗数

の区分に応じ、それぞれ同表の第２欄及び第３欄に定める商品券発行総数及び商品券

発行総額とすること。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、この

限りでない。 

(4) 買い物応援商品券により商品を購入することができる期間は、令和７年12月16日か

ら令和８年９月30日までの範囲内で６月までの期間を定めること。ただし、天災その

他やむを得ない理由があると市長が認める場合に限り、同年10月31日までの範囲内で

定めることができるものとする。 

(5) 買い物応援商品券の不正使用の防止及び第５条に規定する補助金の交付の対象とな

る経費等に係る会計事務の適正化に努めること。 

(6) 利用可能店舗が、買い物応援商品券を自社製品の購買又は自社の事業に供するため

の物品若しくはサービスの調達に用いることができないこと。 

(7) 利用可能店舗が、金沢市暴力団排除条例（平成24年条例第２号）第２条第１号に規

定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員が経営に実質的に関与していると認

められるものでないこと。 

（申請期限） 

第４条 補助金の交付の申請の期限は、令和８年４月30日とする。ただし、同日までに当

該申請をしなかったことについて天災その他やむを得ない理由があるときは、その理由

がやんだ日から７日以内の日とする。 



 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、令和８年11月30日までに行う商品券発行事業

に要する経費のうち、次に掲げる経費（市長が適当と認めるものに限る。）とする。 

(1) 買い物応援商品券の換金がされた額のうち、プレミアム加算額の付加に要する経費 

(2) 商品券発行事業に係る事務に関する経費 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額の合計額とす

る。 

(1) プレミアム加算額に係る補助金 前条第１号に掲げる経費の額（その額に1,000円

未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）。ただし、別表の第１欄に掲げ

る利用可能店舗数の区分に応じ、それぞれ同表の第４欄に定める額を上限とする。 

(2) 事務経費に係る補助金 前条第２号に掲げる経費の額（その額に10,000円未満の端

数があるときは、当該端数を切り捨てた額）。ただし、別表の第１欄に掲げる利用可

能店舗数の区分に応じ、それぞれ同表の第５欄に定める額を上限とする。 

（概算払） 

第７条 補助金は、金沢市補助金交付事務取扱規則（昭和51年規則第38号）第16条の規定

により、概算払をすることができる。 

（適用除外） 

第８条 補助金は、商品券発行事業に関し、本市の他の補助制度による補助金その他これ

に準ずるものの交付を受けた団体等に対しては、交付しない。 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第３条、第６条関係） 

利用可能 

店舗数 

商品券 

発行総数 

商品券 

発行総額 

プレミアム 

加算額に 

係る補助金 

事務経費に 

係る補助金 

20以上50以下 2,000セット 26,000千円 6,000千円 2,000千円 

51以上100以下 4,000セット 52,000千円 12,000千円 4,000千円 

101以上150以下 6,000セット 78,000千円 18,000千円 6,000千円 

151以上200以下 8,000セット 104,000千円 24,000千円 6,000千円 

201以上 10,000セット 130,000千円 30,000千円 6,000千円 

備考 

１ 利用可能店舗数は、商品券発行事業の内容の変更にかかわらず、補助金の交付の

申請時における数により算定する。 

２ 買い物応援商品券を6,500円分で１セットとする場合は、この表の商品券発行総

数については、この表に定める数に２を乗じた数とする。 

３ 買い物応援商品券を電子商品券とする場合は、この表の商品券発行総数、商品券

発行総額、プレミアム加算額に係る補助金及び事務経費に係る補助金については、

この表に定める数に1.1を乗じた数とする。 

４ 商品券発行事業を行うものが商店街振興組合等の連合体である場合は、当該連合

体の商品券発行総数、商品券発行総額、プレミアム加算額に係る補助金及び事務経

費に係る補助金の上限は、当該連合体を構成する商店街振興組合等ごとの利用可能

店舗数に応じ、それぞれこの表に定めるところにより算定した数及び額の合計とす

る。この場合において、利用可能店舗数が20未満であっても、20とみなしてこの表

を適用する。 


